
 

第 436 回 群馬地方最低賃金審議会 
Ｈ Ｐ 公 開 用 資 料  

 
・ 群馬地方最低賃金審議会群馬県最低賃金専門部会委員名簿 
・ 令和２年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申） 
・ 意見書（群馬県最低賃金の改正決定に係る意見聴取） 
（１）群馬県自治体一般労働組合 
   「最低賃金の改善を求める意見書」 
（２）全労連・全国一般 群馬労働組合 
   「最低賃金の改善を求める意見書」 
（３）生協労連 コープネットグループ労働組合 
    「2020 年度の地域別最低賃金額の目安審議にむけた意見書」 
（４）群馬県労働組合会議 
   「最低賃金の抜本的な引き上げ、改善を求める意見書」 
（５）群馬県医療労働組合連合会 
      「最低賃金額の大幅引き上げを求める意見書」 
・  群馬県労働組合会議 
「中央最低賃金審議会の目安についての答申をふまえての最低賃金の抜本

的な引き上げ、改善を求める要請書」 
・ 群馬県労働組合会議 
 「最低賃金の今すぐ、どこでも、1,000 円以上への引き上げ、実効ある中

小企業支援策を求める要請書」1,425 筆 
・ 労働市場速報（令和２年６月分）群馬労働局職業安定部職業安定課 
・ 申出書（特定最低賃金関係） 
 「群馬県製鋼・製鋼圧延業、鉄素形材製造業」ほか３件 
・ 経済財政運営と改革の基本方針 2020 ＜抜粋＞ 
・  群馬弁護士会 
「群馬県において事業者支援制度の充実を図りつつ地域別最低賃金制度に 
とらわれずに最低賃金の引上げを求める申入書」 

 
※ 資料はＨＰ公開用に一部を抜粋したものとなっております。 

  全資料を閲覧したい場合は、群馬労働局労働基準部賃金室の窓口にて閲覧が可能

となっております。 
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中央最低賃金審議会 
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令和２年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申） 

 

令和２年６月26日に諮問のあった令和２年度地域別最低賃金額改定の目安に

ついて、下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 令和２年度地域別最低賃金額改定の目安については、その金額に関し意見

の一致をみるに至らなかった。 

２ 地方最低賃金審議会における審議に資するため、上記目安に関する公益委

員見解（別紙１）及び中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告（別紙

２）を地方最低賃金審議会に提示するものとする。 

３ 地方最低賃金審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守ることとし、

同審議会において、別紙１の２に示されている公益委員の見解を十分参酌さ

れ、自主性を発揮されることを強く期待するものである。 

４ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境整備の必要性につ

いては労使共通の認識であり、生産性向上の支援や官公需における対応を含

めた取引条件の改善等に引き続き取り組むことを政府に対し強く要望する。 

５ 行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金

額改定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じる

ことがないよう、発注時における特段の配慮を要望する。 



令和２年度地域別最低賃金額改定の目安に関する公益委員見解 

 

令和２年７月 21 日 

 

１ 令和２年度地域別最低賃金額については、新型コロナウイルス感染症拡大による

現下の経済・雇用・労働者の生活への影響、中小企業・小規模事業者が置かれてい

る厳しい状況、今後の感染症の動向の不透明さ、こうした中でも雇用の維持が最優

先であること等を踏まえ、引上げ額の目安を示すことは困難であり、現行水準を維

持することが適当との結論を下すに至った。 

目安小委員会の公益委員としては、地方最低賃金審議会においては、地域別最低

賃金の審議に際し、上記見解を十分に参酌し、地域の経済・雇用の実態を見極め、

地域間格差の縮小を求める意見も勘案しつつ、適切な審議が行われることを希望す

る。 

 

２（１）目安小委員会は、今年度の目安審議に当たって、平成 29 年全員協議会報告

の３（２）で合意された今後の目安審議の在り方を踏まえ、特に地方最低賃金審議

会における自主性発揮が確保できるよう整備充実や取捨選択を行った資料を基に

するとともに、最低賃金は経済を支える上でも、地域の労働者の生活と賃金、地域

産業の持続性を支える上でも重要な役割を果たしていることを踏まえつつも、感

染症による経済・雇用への厳しい影響がみられる中、雇用の維持と事業継続、労働

者の生活・くらしを守ることを最優先課題として官民、労使を挙げて尽力してい

る状況について特段の配慮をした上で、諸般の事情を総合的に勘案して審議を行

ってきた。 

今年度の公益委員見解を取りまとめるに当たっては、 

①  感染症の影響下の厳しい中にあっても、賃金引上げが可能な企業は、賃上げ

に前向きに取り組むことを通じ、可処分所得の継続的拡大と将来の安心の確保

を図り、さらに消費の拡大につなげるという経済の好循環を継続・拡大させる

ことや、非正規雇用労働者の処遇改善が社会的に求められていることに応じて

いくことが望ましいこと、 

②  他方、感染症により経営状況が急激に悪化した企業が少なからず生じ、政府

の支援策も活用しながら、労働時間の削減や労働者に休業をさせる等により雇

用維持の努力をしている状況において、最低賃金引上げが雇用調整の契機とさ

れることは避ける必要があること、 

③  雇用情勢については、令和元年の有効求人倍率は全ての都道府県で 1 倍を超

え令和元年の雇用者数も増加傾向にあるものの、足下では、休業者数がリーマ

ンショック時のピークを大幅に超える水準まで急増し、有効求人倍率の低下や

失業率の上昇が見られるなど、感染症が雇用に与える影響を注視する必要があ

別紙１ 



 
 

 

ること、 

④  賃金改定状況調査結果第４表の賃金上昇率や春季賃上げ妥結状況等における

賃金上昇率など賃金に関する指標は引き続きプラスの水準を示しているが、前

年より上げ幅は縮小していること、加えて名目 GDP 成長率も大幅に下落してい

ること、 

⑤  令和元年の雇用・経済に関する指標は感染症の影響が生じる前のものであり、

直近のこれらの指標についても、各企業の労使の努力に加え、雇用維持と事業

継続を支援するための経済対策による下支え効果が含まれていることなどから、

目安の参考とするには慎重な検討を要すること、 

⑥  世界的に感染状況が拡大している中、日本においても緊急事態宣言解除後に

再び新規感染者数の増加が見られるとともに、感染症による経済・雇用等への

影響は地域・産業ごとに違いが見られるが、相当に広範囲に及んでおり、今後の

感染症の動向や経済・雇用への影響が予断を許さない状況であること 

等、様々な要素を総合的に勘案し、検討を行ったところである。 

目安小委員会の公益委員としては、中央最低賃金審議会が地方最低賃金審議会の

審議の結果を重大な関心をもって見守ることを要望する。 

 

（２）生活保護水準と最低賃金との比較では、前年度に引き続き乖離が生じていない

ことが確認された。 

なお、来年度以降の目安審議においても、最低賃金法第９条第３項及び平成 29 年

全員協議会報告の３（２）に基づき、引き続き、その時点における最新のデータに

基づいて生活保護水準と最低賃金との比較を行い、乖離が生じていないか確認する

ことが適当と考える。 

 

（３）来年度の審議においては、新型コロナウイルス感染症等による様々な影響を踏

まえながら、経済の好循環継続の鍵となる賃上げに向け、日本経済全体の生産性の

底上げや、取引関係の適正化など、賃上げしやすい環境整備に不断に取り組みつつ、

最低賃金についてはさらなる引上げを目指すことが社会的に求められていること

も踏まえ、議論を行うことが適当と考える。 

 

（４）最低賃金引上げが及ぼす影響については、平成 29 年全員協議会報告の３（２）

及び４（３）に基づき、引き続き、影響率や雇用者数等を注視しつつ、慎重に検討

していくことが必要である。 

 



中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告 

 

令和２年７月 21 日 

 

１ はじめに 

令和２年度の地域別最低賃金額改定の目安については、累次にわたり会議を開催

し、目安額の提示の是非やその根拠等についてそれぞれ真摯な議論が展開されるな

ど、十分審議を尽くしたところである。 

  

２ 労働者側見解 

労働者側委員は、今回のコロナ禍の中、最低賃金を改定しないことは社会不安を

増大させ格差を是認することと同義であり、中賃の役割からしてあってはならない。

春季生活闘争では、労使の真摯な交渉を経て賃上げが行われており、この流れを最

低賃金の改定により労使関係のない労働者にも波及すべきと主張した。 

また、政労使で賃上げの重要性を確認し、ステップを踏んで最低賃金を引き上げ

てきた流れを止めるべきではなく、この流れを断ち切れば、デフレ回帰を惹起しか

ねないと述べ、雇用の確保と企業の持続性を担保することが現下の最重要課題であ

ることは否定しないが、そのことと最低賃金引上げの重要性は分けて考えるべきと

主張した。 

更に、新型コロナウイルス感染症対策の予算措置は GDP 押上げ効果があるとさ

れており、最低賃金発効は早くても 10 月であることから、現下の厳しさだけをも

って目安の示し方を議論すべきではない。今後の日本経済の再生に向けて、内需拡

大や落ち込んだ消費マインドの上昇が必要であり、労働者が生活や雇用に不安を抱

える中、最低賃金を引き上げることは、社会安定のセーフティネットを促進するメ

ッセージとなり得ると主張した。 

昨年度の目安答申の公益委員見解にあった通り、消費税増税による物価変動等の

状況を勘案した審議を行うべきであり、とりわけ物価上昇に伴う実質賃金を維持す

ることは基本である。今回のコロナ禍によって労働者の生活も苦しくなっているこ

とも踏まえた審議を行うべきであり、特に、緊急事態宣言の中、社会機能を維持す

るために欠かせない仕事を担っているエッセンシャルワーカーと呼ばれる労働者

は、最低賃金近傍で働く方も少なくなく、感染の不安や恐怖と闘いながら働き続け

た労働者に報いるべきであり、最低賃金の引上げは社会的要請であると主張した。 

また、現在の最低賃金は最高額の 1,013 円でも 2,000 時間働いて年収 200 万円

程度に過ぎず、日本の最低賃金は国際的にみても相当低位にとどまっている。最低

賃金は十分なセーフティネット機能を果たし得る、ナショナルミニマムにふさわし

い水準に引き上げるべき。今年中に 800 円以下の地域をなくすこと、トップランナ

ーであるＡランクが 1,000 円に到達する考えを堅持したいと述べた。 

別紙２ 



 
 

 

地域間格差は、地方から隣県や都市部への労働力流出の一因である。加えて今回

のコロナ禍は、大都市への労働力集中による経済の一極集中と感染リスク増大とい

う弊害を明らかにしたことも踏まえれば、ランク間格差縮小に向けた抜本的な対応

をとる必要があり、引き続き格差是正につなげる姿勢を見せるべきだと主張した。 

労働者側委員としては、上記主張が十分に考慮されずに取りまとめられた下記１

の公益委員見解については、不満の意を表明した。 

 

３ 使用者側見解 

使用者側委員は、コロナ禍によって、日本経済はこれまでに経験したことのない

危機的な状況に直面しており、緊急事態宣言や休業要請等は大規模な需要喪失と幅

広い業種や地域に影響をもたらし、宣言解除後も以前の状況に戻っていない。とり

わけ、経営基盤が脆弱な地方の中小企業・小規模事業者に甚大な影響を与え続けて

いるとの認識を示した。 

また、多くの企業が助成金等を活用した休業等を実施した結果、休業者は 354 万

人超とリーマンショック時を２倍以上上回っている。雇用調整や解雇は今後も悪化

する可能性があり、当分の間、感染症拡大防止と事業活動の両立を余儀なくされる

中、今年度の力強い景気回復は期待できないとの見方が強いと述べた。 

地方の中小企業・小規模事業者から最低賃金引下げを望む声が多く聞こえる中、

今年度、有額の目安を示すことは、事業継続と雇用維持のため、各種給付金・助成

金を受けながらかろうじて持ちこたえている多くの中小企業・小規模事業者を更な

る窮地に追い込むことになるとの強い懸念を示した。 

近年の最低賃金は、政府の引上げ方針という時々の事情への配慮を求められ、中

小企業・小規模事業者の経営実態と乖離した状況が続いた結果、昨年度の影響率は

過去最高の 16.3％に達しており、全国の中小企業・小規模事業者から、年ごとに高

まる影響率を考慮し、中小企業・小規模事業者の実態に基づいた納得感のある水準

の決定を求める声が多く寄せられ、特に今年は、先行きの見えない深刻な経済情勢

の中、引下げを求める声も強まっていると主張した。 

全世代型社会保障検討会議における「今は官民を挙げて雇用を守ることが最優先

課題である」との総理の発言や、「中小企業・小規模事業者が置かれている厳しい

状況を考慮し、検討を進める」との総理の指示を重く受け止めて審議に臨むべきと

主張した。 

コロナ禍により日本はもちろん世界が「非常事態」にあることを認識するべきで

あり、中小企業・小規模事業者の経営状況は極めて厳しく、新型コロナウイルス感

染症の影響だけでなく、働き方改革にも対応しなければならない中で、多くの企業

は事業継続と雇用維持にぎりぎりの努力を続けていると述べた。 

「緊急事態」である今年度は、３要素のうち「通常の事業の賃金支払能力」を最

も重視して審議すべきであり、その観点から新型コロナウイルス感染症による中小



 
 

 

企業・小規模事業者の経営への影響を示すデータを十分に踏まえて検討すべきと主

張した。 

今年度の目安は、事業継続と雇用維持を最優先とするメッセージを各地方最低賃

金審議会に発信するため、リーマンショック後の目安と同等以上の配慮が必要であ

り、据え置き・凍結とすべきと強く主張した。 

 

４ 意見の不一致 

本小委員会（以下「目安小委員会」という。）としては、これらの意見を踏まえ

目安を取りまとめるべく努めたところであるが、労使の意見の隔たりが大きく、遺

憾ながら目安を定めるに至らなかった。 

 

５ 公益委員見解及びその取扱い 

公益委員としては、今年度の目安審議については、平成 29 年全員協議会報告の

３（２）で合意された今後の目安審議の在り方を踏まえ、加えて、新型コロナウイ

ルス感染症による経済・雇用・労働者の生活への影響等に配意した上で、諸般の事

情を総合的に勘案し、下記１のとおり公益委員の見解を取りまとめたものである。 

目安小委員会としては、地方最低賃金審議会における円滑な審議に資するため、

これを公益委員見解として地方最低賃金審議会に示すよう総会に報告することと

した。 

また、地方最低賃金審議会の自主性発揮及び審議の際の留意点に関し、下記２の

とおり示し、併せて総会に報告することとした。 

更に、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境整備の必要性につ

いては労使共通の認識であり、生産性向上の支援や官公需における対応を含めた取

引条件の改善等に引き続き取り組むことを政府に対し強く要望する。 

また、行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金

額改定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じること

がないよう、発注時における特段の配慮を要望する。 

 

記 

 

（以下、別紙１と同じ） 

 

 



































 

 

厚生労働省 

  群馬労働局 

 
厚   生  労  働   省                               【照会先】 

  群 馬 労 働 局 発 表                          群馬労働局職業安定部職業安定課 
  令 和 ２年 ７月 ３ １日                          課          長  須田  弘之 
                                            地方労働市場情報官 櫻井  健治 
                                                          （電   話）  ０２７－２１０－５００７ 
                                        

 

 
 

      有効求人倍率（季節調整値）   １．１７倍 【全国１９位／全国 １．１１倍】 

※前月 有効求人倍率（季節調整値）  １．３３倍 【全国１０位／全国 １．２０倍】 

  正社員有効求人倍率（原数値） ０．８５倍 【全国 ２３位／全国 ０．８１倍】：前年同月 １．１９倍 

新規求人倍率 （季節調整値）  １．５０倍 （前月：１．６６倍） 

 

   
               
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・ 求人数は前年同月比で新規・有効ともに減少 

      ・ 求職者数は前年同月比で新規・有効ともに増加 
    
    

 

～～産業別新規求人数～～ 

新規求人数  ６ 月 前年同月比 前年同月差 ポイント 

全産業 10,449 人 ▲19.3％ ▲2,499 人 ３か月連続の減少 

主
な
産
業 

建設業 1,168 人 19.7％ 192 人 ３か月連続の増加 

製造業 1,255 人 ▲31.2％ ▲569 人 １４か月連続の減少 

情報通信業 95 人 ▲9.5％ ▲10 人 ３か月連続の減少 

運輸業・郵便業 528 人 ▲40.9％ ▲365 人 ４か月連続の減少 

卸売・小売業 1,551 人 ▲25.1％ ▲519 人 ３か月連続の減少 

宿泊業・飲食サービス業 424 人 ▲39.8％ ▲280 人 ７か月連続の減少 

医療・福祉 2,949 人 ▲10.6％ ▲350 人 ３か月連続の減少 

サービス業 912 人 ▲30.4％ ▲399 人 ８か月連続の減少 

                                                                             
    
総括 
有効求人倍率は１．１７倍で前月から０．１６ポイントの減少。１倍を超えて推移しているものの、求人が引き続

き大幅に減少しており、求職者の増加もあいまって厳しさがみられる。 

新型コロナウィルス感染症が雇用に与える影響に、より一層の注視を要する。 
 
 

 ５ 月 前年同月比 ６ 月 前年同月比 ポイント 

有効求人数 29,595人 ▲25.7％ 28,351人 ▲27.5％ ９か月連続の減少 

有効求職者数 24,282人 ▲1.7％  26,117人 7.1％ ３か月ぶりの増加 

新規求人数 9,359人 ▲40.2％ 10,449人 ▲19.3％ ３か月連続の減少 

新規求職者数 5,699人 ▲9.0％ 7,272人 22.6％ ５か月ぶりの増加 

 
 

Press Release 
 

－１－ 

 



群馬労働局職業安定部職業安定課

第１表　　一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

年月

項目

全

　う　ち　常　用 (倍）

数 　う　ち　パート （倍）

第２表　　産業別新規求人状況（学卒を除きパートを含む）

項目

産 食 料 品

　　　 プ ラ ス チ ッ ク 製 品

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

業
生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電 気 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

別

（注）新産業分類（平成25年10月改定：26年4月1日施行「日本標準産業分類」）に基づく区分により掲載している。

7.3

▲ 14.0

▲ 60.2

▲ 30.5

▲ 17.6

サ ー ビ ス 業 554 341 ▲ 30.4 ▲ 9.7 6.1

1.81

▲ 49.8

建 設 業

92

主

な

内

訳

製 造 業

65

1,168

307

1,255

1.09

75

1.50

26,117

123

119

83

71

19

0.99

1.72

12,948

912 571

28,351

1.23

1,607

1.43

10,449

66

▲ 4.2

－

1.44

9,359

月 間 有 効 求 人 数（人）

有 効 求 人 倍 率 （倍）

新  規  求  人  数 （人）

1.17

新 規 求 人 倍 率 （倍）

39,081

5,699新 規 求 職 者 数 （人） 7,272 5,933

10,449

1.66 2.23

令和２年 令和２年 令和元年

６月 ５月 ６月

▲ 55.6

就   職   件   数  （件） 1,264

正社員有効求人倍率（倍）

2,066

月間有効求職者数（人） 24,282

29,595

1.33

24,386

▲ 47.3 ▲ 48.4

▲ 3.4

▲ 58.0

13.3

▲ 40.6 ▲ 65.9

▲ 42.7

▲ 56.8

▲ 17.6▲ 13.2

▲ 43.3

▲ 62.7

968

86

▲ 47.6

▲ 29.6

51

75

▲ 31.2

66

2,949

90 82

7371,551

149

1,501 1,496

146

803748

14

16

57

26

16

9597

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業 85

5

443 439

▲ 25.1

▲ 9.5

▲ 29.0

医 療 ・ 福 祉

95

卸 売 ・ 小 売 業

宿泊業・飲食サービス業

528

424

▲ 40.9

▲ 9.8▲ 10.6

275 ▲ 39.8

▲ 11.3

▲ 46.3 ▲ 36.0▲ 45.6

1,448 ▲ 10.9

17

▲ 58.3

▲ 33.5

0.0

▲ 13.3

7.1

▲ 31.5

▲ 6.0

▲ 65.4

▲ 76.2

844

90

147 144

▲ 10.0

▲ 33.4396859

▲ 43.5

55 10

3

▲ 63.0

▲ 78.6

▲ 48.6

▲ 46.5

▲ 41.257

1.190.85

うち常用

パート除く

うち常用
全数パート

パート除く

１．新規求人倍率及び有効求人倍率（網掛け部分）は季節調整値、他は原数値を掲載している。

▲ 16.6

▲ 48.517

29

▲ 60.2

▲ 26.5▲ 9.2160 15.9

▲ 13.7

対前年同月比（％）新規求人数（人）

全数 パート

19.7

▲ 22.76,036

166.7200

0.92

▲ 25.8

２．季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。

全 産 業

7.4

（注）

▲ 19.34,4135,921

967

▲ 67

前年同月差
（人）

全数

▲ 2,499

192

▲ 569

▲ 31

▲ 10

▲ 365

▲ 519

▲ 280

▲ 350

▲ 50

▲ 116

▲ 14

▲ 59

▲ 32

▲ 399

季節調整値対前月
増減率、差（％、ポ
イント）

▲ 107

▲ 0.16

－

－

－

対前年同月増減
率、差(％、ポイント）

22.6

▲ 19.3

▲ 0.73

7.1

▲ 27.5

18.8

対前月増減率
（％）

27.6

11.6

－

7.6

－

7.2

▲ 0.16

7.8

▲ 4.6

－

－

27.1

－

▲ 0.55

▲ 0.45

▲ 0.58

▲ 22.2

▲ 0.34

- ２ -



群馬労働局職業安定部職業安定課

第３表　　時系列でみた一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

項目

年月
対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

うち受給者

6,700 ▲ 4.7 12,373 4.8 1.86 26,595 ▲ 4.9 34,005 5.2 1.28 2,440 506

6,452 ▲ 3.7 13,549 9.5 2.10 25,492 ▲ 4.1 37,829 11.2 1.48 2,351 493

6,129 ▲ 5.0 13,840 2.1 2.26 24,141 ▲ 5.3 39,207 3.6 1.62 2,220 465

5,912 ▲ 3.5 14,027 1.3 2.37 23,091 ▲ 4.3 40,067 2.2 1.74 2,155 454

6,019 1.8 13,526 ▲ 3.6 2.25 23,788 3.0 39,020 ▲ 2.6 1.64 1,988 454

元年 ６月 5,933 3.3 12,948 4.7 2.23 24,386 1.1 39,081 3.5 r 1.72 2,066 478

７月 6,149 13.4 12,757 ▲ 8.6 r 2.09 24,175 4.7 39,362 4.4 r 1.70 2,117 468

８月 5,481 ▲ 1.9 14,844 5.2 r 2.45 23,723 4.7 38,652 0.5 r 1.67 1,787 419

９月 5,884 8.3 13,061 1.3 r 2.22 23,753 5.4 39,324 1.0 r 1.66 2,057 481

１０月 6,159 ▲ 4.9 13,808 ▲ 6.3 r 2.17 23,974 2.0 39,633 ▲ 0.8 r 1.66 2,095 487

１１月 5,107 ▲ 1.1 13,205 ▲ 14.6 r 2.24 23,102 2.2 38,133 ▲ 7.6 r 1.60 1,921 497

１２月 4,855 13.4 13,361 17.3 r 2.45 21,981 4.9 38,490 ▲ 2.5 r 1.64 1,678 444

２年 １月 6,692 4.5 12,441 ▲ 18.9 1.76 22,783 7.3 37,626 ▲ 7.6 1.52 1,544 398

２月 6,114 ▲ 3.8 14,198 ▲ 15.8 2.09 23,683 5.2 39,017 ▲ 7.8 1.52 1,769 401

３月 6,070 ▲ 1.4 13,228 2.4 2.37 24,369 2.5 38,547 ▲ 10.6 1.51 2,329 502

４月 7,037 ▲ 6.4 10,291 ▲ 19.6 1.92 24,627 ▲ 0.8 35,094 ▲ 13.4 1.51 1,653 382

５月 5,699 ▲ 9.0 9,359 ▲ 40.2 1.66 24,282 ▲ 1.7 29,595 ▲ 25.7 1.33 1,264 259

６月 7,272 22.6 10,449 ▲ 19.3 1.50 26,117 7.1 28,351 ▲ 27.5 1.17 1,607 357

（注）１．年度は月平均（求人倍率は原数値）。　 ２．r は令和２年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。

　　　３．受給者は雇用保険受給者を表す。

就職件数新規求職者数 新規求人数 有効求職者数 有効求人数新規求人
倍率
(季節調
整値）

有効求人
倍率
(季節調
整値）

平成29年度

平成30年度

令和元年度

平成27年度

平成28年度

- ３ -



群馬労働局職業安定部職業安定課

第４表　　群馬県の雇用保険の状況 第５表　　全国の主要指標

項目 項目

年月 対前年増減率 対前年増減率 年月 （万人）

 平成27年度 1,611 ▲ 4.3 5,749 ▲ 5.8  平成27年度 1.23 218 3.3

 平成28年度 1,529 ▲ 5.1 5,202 ▲ 9.5  平成28年度 1.39 203 3.0

 平成29年度 1,459 ▲ 4.6 4,865 ▲ 6.5  平成29年度 1.54 183 2.7

 平成30年度 1,392 ▲ 4.6 4,639 ▲ 4.6  平成30年度 1.62 166 2.4

 令和元年度 1,504 8.0 5,353 15.4  令和元年度 1.55 162 2.3

元年 ６月 1,475 14.8 4,770 2.1 元年 ６月 1.61 162 2.3

７月 1,508 9.4 5,228 5.2 ７月 1.59 156 r 2.3

８月 1,356 2.3 5,277 2.1 ８月 1.59 157 r 2.3

９月 1,387 17.8 5,292 7.8 ９月 1.58 168 2.4

１０月 1,688 ▲ 1.9 5,309 7.3 １０月 1.58 164 2.4

１１月 1,289 1.8 5,757 21.8 １１月 r 1.57 151 2.2

１２月 1,357 47.2 6,079 37.6 １２月 r 1.57 145 2.2

２年 １月 1,406 3.0 6,244 37.4 ２年 １月 1.49 159 2.4

２月 1,330 8.7 5,601 30.6 ２月 1.45 159 2.4

３月 1,434 19.8 5,686 35.8 ３月 1.39 176 2.5

４月 2,463 21.2 5,583 29.1 ４月 1.32 189 2.6

５月 2,688 50.3 6,194 32.7 ５月 1.20 198 2.9

６月 2,429 64.7 8,240 72.7 ６月 1.11 195 2.8

１．年度は月平均。   ２．年度の求人倍率及び失業率は実数。
３．失業者数及び失業率は総務省労働力調査による。

４．r は令和２年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。
５．受給資格決定件数は速報値のため修正があり得る

（注）

受給資格決定件数 受給者実人員
完全失業者数
（全国・原数値）

全国有効
求人倍率

（季節
調整値）

完全失業率
（季節調整

値）

- 4 -



都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和2年6月　全国平均1.11　［原数値1.05倍］

（注）季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定される。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

0.68

1.08

1.10

1.13

1.13

0.93

1.01

1.11

0.92

1.31

1.25

1.10

1.21

1.43

1.50

1.37

1.20

1.00

1.16

1.01

1.23

1.13

0.83

1.08

1.14

0.96

1.27

1.03

0.97

1.53

1.19

1.21

1.18

0.85

1.35

0.93

0.98

1.17

1.00

1.30

1.22

1.06

1.24

1.21

1.01

0.91

0.96

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2

沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪

京都

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.11

－ ５ －



　　　　　　　群馬労働局職業安定部職業安定課

6 月

有効求人 人 ▲ 4.6 ％

有効求職 人 7.8 ％

有効求人倍率 ▲ 0.16 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

6 月

新規求人 人 7.2 ％

新規求職 人 18.8 ％

新規求人倍率 ▲ 0.16 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

‐　６　‐

6,998

1.50

前月比（％、ポイント）

29,129

24,814

1.17

前月比（％、ポイント）

10,464

前月との比較（令和２年６月）

有効（求人・求職・求人倍率）

新規（求人・求職・求人倍率）



群馬労働局職業安定部職業安定課

（新産業分類） （新産業分類）

全産業 建設業 製造業 情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売・小売業
宿泊業，飲食
サービス業

医療・福祉 サービス業 【製造業全体】  食　　料　　品 
プラスチック製

品
金　属　製　品

はん用機械器
具製造業

生産用機械器
具製造業

業務用機械器
具製造業

電気機械
器具

輸送用機械器
具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

２年6月 ▲ 19.3 19.7 ▲ 31.2 ▲ 9.5 ▲ 40.9 ▲ 25.1 ▲ 39.8 ▲ 10.6 ▲ 30.4 ２年6月 ▲ 31.2 ▲ 9.2 ▲ 29.6 ▲ 58.3 ▲ 13.2 ▲ 47.6 ▲ 62.7 ▲ 48.6 ▲ 46.5

２年5月 ▲ 40.2 8.7 ▲ 42.3 ▲ 1.9 ▲ 32.9 ▲ 77.6 ▲ 65.4 ▲ 17.7 ▲ 31.2 ２年5月 ▲ 42.3 ▲ 50.7 ▲ 38.0 ▲ 18.9 ▲ 34.3 ▲ 46.6 ▲ 61.5 ▲ 42.2 ▲ 39.4

２年4月 ▲ 19.6 15.2 ▲ 40.7 ▲ 13.4 ▲ 32.6 ▲ 12.4 ▲ 45.8 ▲ 12.0 ▲ 15.7 ２年4月 ▲ 40.7 ▲ 39.3 ▲ 59.0 ▲ 35.7 ▲ 30.8 ▲ 28.4 0.0 ▲ 19.0 ▲ 54.9

２年3月 2.4 ▲ 8.4 ▲ 20.7 22.9 ▲ 14.0 72.3 ▲ 15.4 5.8 ▲ 32.9 ２年3月 ▲ 20.7 ▲ 23.0 ▲ 29.0 ▲ 29.1 ▲ 5.6 ▲ 16.8 28.0 ▲ 42.9 ▲ 15.4

２年2月 ▲ 15.8 ▲ 6.2 ▲ 16.6 ▲ 14.2 13.7 ▲ 58.8 ▲ 0.7 8.2 ▲ 12.7 ２年2月 ▲ 16.6 ▲ 14.8 ▲ 9.1 ▲ 0.4 ▲ 25.9 ▲ 36.7 ▲ 34.7 24.7 ▲ 22.3

２年1月 ▲ 18.9 ▲ 10.7 ▲ 31.5 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 38.3 ▲ 16.8 ▲ 10.6 ▲ 14.0 ２年1月 ▲ 31.5 ▲ 42.0 ▲ 30.9 ▲ 46.8 6.7 4.3 47.5 ▲ 43.6 ▲ 46.5

元年12月 17.3 ▲ 13.3 ▲ 3.3 0.9 19.7 103.9 ▲ 23.3 11.6 ▲ 14.8 元年12月 ▲ 3.3 10.2 21.0 ▲ 18.0 16.8 31.7 28.6 ▲ 8.8 ▲ 6.7

元年11月 ▲ 14.6 17.7 ▲ 13.7 4.9 ▲ 11.0 ▲ 60.6 5.8 12.2 ▲ 6.2 元年11月 ▲ 13.7 ▲ 5.0 ▲ 24.6 ▲ 18.1 ▲ 26.7 48.0 ▲ 28.3 ▲ 4.0 ▲ 14.9

元年10月 ▲ 6.3 ▲ 9.3 ▲ 26.2 ▲ 11.5 20.8 ▲ 18.3 14.5 ▲ 3.8 2.8 元年10月 ▲ 26.2 ▲ 30.8 ▲ 19.1 ▲ 36.1 ▲ 12.4 ▲ 44.5 ▲ 47.7 ▲ 6.2 ▲ 42.3

元年9月 1.3 ▲ 8.0 ▲ 6.8 49.3 ▲ 8.6 11.3 ▲ 0.4 17.1 ▲ 22.6 元年9月 ▲ 6.8 ▲ 2.3 ▲ 21.0 ▲ 9.3 ▲ 17.8 50.0 71.1 ▲ 16.6 ▲ 0.6

元年8月 5.2 7.8 ▲ 8.6 8.1 ▲ 20.9 67.3 ▲ 0.1 ▲ 3.3 ▲ 8.9 元年8月 ▲ 8.6 5.1 ▲ 39.1 ▲ 4.3 ▲ 10.8 37.2 32.5 5.6 ▲ 11.6

元年7月 ▲ 8.6 ▲ 19.1 ▲ 5.6 10.4 ▲ 3.9 ▲ 34.2 30.1 ▲ 5.0 ▲ 7.5 元年7月 ▲ 5.6 ▲ 4.8 ▲ 18.0 ▲ 4.7 24.5 ▲ 19.2 ▲ 59.3 6.5 7.3

元年6月 4.7 ▲ 10.7 ▲ 17.4 ▲ 5.4 7.1 33.6 1.7 8.9 3.2 元年6月 ▲ 17.4 ▲ 19.7 ▲ 12.0 ▲ 4.3 ▲ 8.6 1.6 21.4 ▲ 14.3 ▲ 35.6

元年5月 14.1 ▲ 5.8 ▲ 3.9 ▲ 24.5 ▲ 27.8 130.6 ▲ 30.5 9.1 ▲ 4.5 元年5月 ▲ 3.9 0.0 ▲ 4.7 ▲ 4.9 ▲ 29.9 23.9 40.5 1.3 ▲ 11.5

31年4月 ▲ 11.9 ▲ 25.0 2.9 ▲ 14.2 15.0 ▲ 49.5 19.6 ▲ 1.4 ▲ 13.2 31年4月 2.9 0.0 4.5 19.0 23.7 ▲ 12.8 ▲ 38.6 26.1 ▲ 11.3

31年3月 ▲ 11.3 7.5 ▲ 11.6 ▲ 51.2 ▲ 0.8 ▲ 33.2 10.8 ▲ 11.2 ▲ 4.2 31年3月 ▲ 11.6 ▲ 22.5 22.2 ▲ 3.7 ▲ 9.2 ▲ 9.0 31.6 ▲ 21.8 ▲ 2.8

31年2月 8.6 5.9 1.2 ▲ 3.6 ▲ 21.5 41.9 ▲ 9.3 5.0 9.1 31年2月 1.2 12.4 ▲ 23.9 ▲ 6.2 ▲ 25.2 13.5 36.4 ▲ 10.2 ▲ 5.0

31年1月 9.5 2.0 8.5 37.9 17.0 ▲ 3.9 ▲ 4.8 11.9 21.4 31年1月 8.5 ▲ 13.1 9.4 35.7 ▲ 3.2 ▲ 6.9 ▲ 38.5 39.7 57.0

30年12月 ▲ 11.7 9.0 ▲ 2.5 ▲ 1.8 9.1 ▲ 39.0 10.0 ▲ 14.9 1.0 30年12月 ▲ 2.5 ▲ 18.6 24.3 7.4 20.2 ▲ 17.5 ▲ 12.5 14.4 11.8

30年11月 13.0 ▲ 0.1 1.3 13.4 35.4 42.6 ▲ 3.0 8.1 ▲ 10.4 30年11月 1.3 7.4 14.3 5.5 ▲ 31.1 ▲ 53.3 20.5 5.6 0.0

30年10月 0.8 ▲ 3.7 26.5 0.9 ▲ 23.6 ▲ 11.7 ▲ 9.3 9.5 12.3 30年10月 26.5 40.8 3.9 34.0 25.8 19.1 3.2 23.7 42.7

30年9月 ▲ 8.3 0.7 3.4 ▲ 47.8 14.8 ▲ 32.8 4.6 ▲ 15.2 7.3 30年9月 3.4 ▲ 10.7 30.9 ▲ 2.3 7.5 ▲ 17.9 31.0 39.6 8.0

30年8月 3.2 3.9 2.7 ▲ 13.9 54.7 ▲ 24.6 ▲ 9.2 20.2 7.6 30年8月 2.7 11.4 58.5 ▲ 13.1 ▲ 31.5 ▲ 14.3 ▲ 2.4 ▲ 17.8 9.4

30年7月 8.0 47.8 12.3 ▲ 27.4 ▲ 14.0 ▲ 10.7 6.3 14.1 46.4 30年7月 12.3 ▲ 12.9 5.2 14.1 44.9 16.9 ▲ 10.6 9.2 15.1

※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課

 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移
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群馬労働局職業安定部職業安定課
令和２年度　　新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）

当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 計
前年
同期
比

4,397 1.6 3,707 ▲ 2.7 4,629 24.0 12,733 ▲ 72.2

1,029 ▲ 25.3 971 ▲ 28.4 1,383 ▲ 8.7 3,383 ▲ 80.7

3,166 18.0 2,562 14.5 2,988 47.5 8,716 ▲ 66.1

　 うち事業主都合 1,103 43.4 1,014 86.7 1,234 165.4 3,351 ▲ 50.0

うち自己都合 1,869 7.8 1,452 ▲ 8.1 1,647 12.6 4,968 ▲ 72.0

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成３０年度

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

64,030 ▲ 7.7 60,715 ▲ 5.2 77,622 27.8 83,535 7.6 77,001 ▲ 7.8 72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0 53,479 ▲ 6.0 50,153 ▲ 6.2 47,310 ▲ 5.7 44,798 ▲ 5.3 45,845 2.3

15,517 5.5 15,391 ▲ 0.8 18,837 22.4 17,133 ▲ 9.0 20,030 16.9 18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2 19,927 ▲ 3.4 19,482 ▲ 2.2 18,862 ▲ 3.2 18,024 ▲ 4.4 17,531 ▲ 2.7

43,524 ▲ 11.2 40,802 ▲ 6.3 53,907 32.1 60,589 12.4 49,625 ▲ 18.1 45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2 29,481 ▲ 6.7 27,123 ▲ 8.0 25,266 ▲ 6.8 23,958 ▲ 5.2 25,686 7.2

　 うち事業主都合 9,585 ▲ 15.2 10,099 5.4 21,958 117.4 29,246 33.2 18,625 ▲ 36.3 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4 8,293 ▲ 10.2 7,310 ▲ 11.9 6,342 ▲ 13.2 5,845 ▲ 7.8 6,700 14.6

うち自己都合 31,056 ▲ 9.7 27,942 ▲ 10.0 28,888 3.4 27,478 ▲ 4.9 27,397 ▲ 0.3 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2 19,682 ▲ 5.3 18,462 ▲ 6.2 17,630 ▲ 4.5 16,864 ▲ 4.3 17,724 5.1

令和元年度

うち離職者

○　参　　考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者

うち離職者

うち在職者

２年4月 ２年5月 ２年6月 ２年7月 ２年9月 元年度計２年12月 ３年2月３年1月 ３年3月２年8月 ２年10月 ２年11月
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群馬労働局職業安定部職業安定課

前年同月差
（ポイント）

３０年６月 17,887 14,830 1.21 0.14 1.08 1.12

３０年７月 17,576 14,655 1.20 0.11 1.11 1.13

３０年８月 17,790 14,475 1.23 0.12 1.13 1.13

３０年９月 18,117 14,308 1.27 0.12 1.15 1.14

３０年１０月 18,478 14,774 1.25 0.08 1.15 1.13

３０年１１月 18,183 14,209 1.28 0.07 1.19 1.14

３０年１２月 17,633 13,308 1.32 0.08 1.23 1.14

３１年１月 17,998 13,634 1.32 0.12 1.21 1.14

３１年２月 18,574 14,451 1.29 0.09 1.18 1.15

３１年３月 18,915 15,041 1.26 0.1 1.14 1.15

３１年４月 18,141 15,238 1.19 0.04 1.08 1.15

元年５月 17,556 14,960 1.17 ▲ 0.02 1.07 1.15

元年６月 17,629 14,834 1.19 ▲ 0.02 1.10 1.15

元年７月 17,674 15,112 1.17 ▲ 0.03 1.12 1.14

元年８月 17,644 15,011 1.18 ▲ 0.05 1.13 1.14

元年９月 18,005 14,976 1.20 ▲ 0.07 1.14 1.13

元年１０月 18,026 15,060 1.20 ▲ 0.05 1.15 1.13

元年１１月 17,976 14,510 1.24 ▲ 0.04 1.18 1.13

元年１２月 17,540 14,078 1.25 ▲ 0.07 1.21 1.13

２年１月 17,528 14,639 1.20 ▲ 0.12 1.13 1.07

２年２月 17,815 15,259 1.17 ▲ 0.12 1.08 1.05

２年３月 17,545 15,698 1.12 ▲ 0.14 1.02 1.03

２年４月 16,134 15,723 1.03 ▲ 0.16 0.92 0.98

２年５月 14,262 15,570 0.92 ▲ 0.25 0.84 0.90

２年６月 14,158 16,668 0.85 ▲ 0.34 0.81 0.84

◎正社員有効求人倍率の説明

１． 算出方法

=

（注）

２．

正社員の有効求
人数（ A ）

常用有効求職者
数（パートを除く）
（ B ）

正社員の有効求人倍率

正社員の月間有効求人数　（A）

分母の「パートタイムを除く常用の有効求職者数」には派遣労働者や契約社員を希望する求職者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。

正社員求人は、現在のシステムでは産業別の求人数データの出力など、各種増減を比較できる基礎デ－タがない
ために、記者発表の際に配付している「参考資料」のようなコメントや、月々の倍率の増減についての説明は、大変
申し訳ありませんができませんので御了承願います。

正社員の有効求
人倍率（原数値）
（ A/B ）

全国：正社員
有効求人倍率

(原数値）

正社員有効求人倍率
パートタイムを除く常用の月間有効求職者数 （B）

全国：正社員
有効求人倍率
(季節調整値）

項目

年月

年月
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群馬労働局職業安定部職業安定課

元年６月 元年７月 元年８月 元年９月 元年10月 元年11月 元年12月 ２年１月 ２年２月 ２年３月 ２年４月 ２年５月 ２年６月

群馬県 1.60 1.63 1.63 1.66 1.65 1.65 1.75 1.65 1.65 1.58 1.43 1.22 1.09

前　橋 1.62 1.63 1.49 1.53 1.59 1.68 1.74 1.60 1.58 1.48 1.33 1.08 1.05

高　崎 2.13 2.20 2.24 2.26 2.26 1.92 2.37 2.35 2.31 2.27 2.11 1.85 1.56

安　中 0.85 0.93 0.98 1.06 0.99 1.08 1.16 1.07 1.06 1.08 1.05 0.97 0.78

桐　生 1.16 1.19 1.21 1.30 1.36 1.35 1.33 1.20 1.18 1.11 0.97 0.89 0.86

伊勢崎 1.58 1.57 1.62 1.64 1.54 1.62 1.63 1.63 1.59 1.62 1.38 1.13 0.97

太　田 1.21 1.21 1.30 1.24 1.15 1.26 1.23 1.22 1.20 1.12 1.00 0.92 0.77

館　林 2.00 2.00 1.99 2.21 2.20 2.32 2.41 2.03 2.08 1.81 1.69 1.39 1.23

沼　田 1.45 1.47 1.59 1.66 1.73 1.57 1.77 1.46 1.41 1.43 1.24 1.04 1.00

富　岡 2.02 2.04 1.89 1.82 2.16 2.31 2.30 2.12 2.22 2.25 2.09 2.05 1.77

藤　岡 1.19 1.27 1.35 1.36 1.23 1.32 1.40 1.43 1.50 1.48 1.28 1.14 1.04

渋　川 1.19 1.25 1.22 1.19 1.27 1.32 1.30 1.21 1.24 1.20 1.09 0.86 0.81

中之条 2.86 2.65 2.62 2.54 2.57 2.37 2.03 1.80 2.11 2.10 1.69 1.33 1.22
（一般＋パート）

元年６月 元年７月 元年８月 元年９月 元年10月 元年11月 元年12月 ２年１月 ２年２月 ２年３月 ２年４月 ２年５月 ２年６月

群馬県 2.18 2.07 2.71 2.22 2.24 2.59 2.75 1.86 2.32 2.18 1.46 1.64 1.44

前　橋 2.36 1.79 2.47 2.18 2.08 2.93 2.45 1.65 2.39 1.91 1.40 1.60 1.44

高　崎 2.31 2.33 4.76 2.23 2.49 3.16 4.38 2.39 2.82 3.60 1.91 2.59 1.97

安　中 1.78 1.89 1.28 1.56 1.54 1.99 2.43 1.35 1.51 1.71 1.35 1.27 0.80

桐　生 1.67 1.71 1.78 2.26 1.95 1.78 2.18 1.34 1.61 1.65 1.17 1.16 1.21

伊勢崎 2.44 2.14 2.44 2.44 2.36 2.53 2.34 2.33 2.22 2.24 1.62 1.13 1.28

太　田 1.63 1.68 1.77 1.52 1.48 2.04 1.63 1.51 1.65 1.36 0.93 1.29 0.95

館　林 3.00 3.08 3.07 4.01 3.60 3.84 5.26 1.76 3.31 2.28 2.02 1.78 1.65

沼　田 2.16 2.14 2.64 2.91 2.57 1.54 2.85 1.54 2.10 2.33 1.02 1.22 1.82

富　岡 2.08 2.50 3.44 1.85 3.73 3.65 2.04 2.55 3.49 2.35 1.95 3.49 1.56

藤　岡 2.03 1.87 2.23 1.79 1.60 2.17 2.20 1.86 2.18 1.89 1.30 1.61 1.48

渋　川 1.78 1.92 1.38 1.85 2.13 1.68 1.87 1.52 1.74 1.48 1.25 1.14 1.29

中之条 3.69 3.16 4.20 3.64 3.24 2.80 2.06 2.18 3.38 2.65 1.31 1.94 1.78

（一般＋パート）

有効求人倍率（原数値）

新規求人倍率（原数値）
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